
                                （別紙） 

 

平成２４年度在宅医療連携拠点事業補助金（復興枠）実施要綱（案） 

 

 

１ 目的 

災害が発生した場合にも在宅医療を必要とする人が安心して医療サービ

スを受けることができるよう、地域での多職種協働による包括的かつ継続的

な在宅医療の提供体制を構築する。 

 

２ 事業の実施主体 

都道府県、市町村、医療機関、訪問看護事業所、医師会等職能団体及びそ

の他厚生労働大臣が認める者 

 

３ 事業内容 

在宅医療を提供する機関等を連携拠点として、介護支援専門員の資格を持

つ看護師等及び医療ソーシャルワーカーを配置し、以下に示す（１）～（６）

の活動等を通して地域における包括的かつ継続的な在宅医療を提供するため

の体制を構築する。 

なお、病院・診療所については、自らも在宅医療を提供し、かつ他の医療

機関（特に一人の医師が開業している診療所）が必ずしも対応しきれない医

師不在時や夜間の診療を支援することが望ましい。 

 

（１）地域の医療・介護関係者による協議の場を定期的に開催し、在宅医

療における連携上の課題の抽出及びその対応策、災害発生時に備えた

対応策の検討等を実施すること 

（２）地域の医療・介護資源の機能等を把握し、地域包括支援センター等

と連携しながら、医療・介護にまたがる様々な支援を包括的かつ継続

的に提供するよう関係機関の調整を行うこと 

（３）効率的で質の高い２４時間対応の在宅医療提供体制を構築すると同

時に、チーム医療や多職種協働のための情報共有について、ＩＴや標

準化されたツールの活用等により促進を図ること 

（４）在宅医療に関する普及啓発活動を行うこと 

（５）「多職種協働による在宅チーム医療を担う人材育成事業」に都道府

県リーダーまたは、地域リーダーとして参画すること 

（６）必要に応じて災害時の在宅医療に必要な備品を整備すること 

    

４ 事業計画書の提出 

事業実施者は、厚生労働省の定める様式の事業計画書を厚生労働省に提出

し、承認を受けなくてはならない。 

 



５ 研究事業者への協力 

事業実施者は、厚生労働省が指定する平成２４年度厚生労働科学研究費補

助金事業者が実施する年２回程度の調査・研究に協力すること。 

 

６ 事業報告書の作成 

事業実施者は、事業終了後に厚生労働省の定める様式により事業報告書を

作成し、厚生労働省に提出しなければならない。 

 

 

 ※ 地域における医療と介護の連携体制の構築にあたっては、本事業とともに、 

  老健局振興課で実施する「地域ケア多職種協働推進等事業」（全国介護保険

・高齢者保健福祉担当課長会議資料Ｐ２４２参照）との連携を視野に入れて

検討することが望ましい。 


